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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 最近３中間連結会計期間及び最近２連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、第43期中および第45期中においては潜在株式がな

いため記載しておりません。また、第44期中および第44期においては、中間（当期）純損失が計上されてい

るため記載しておりません。 

３ 純資産額の算定にあたり、平成18年９月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適

用指針第８号）を適用しております。  

  

第一部 【企業情報】

回次 第43期中 第44期中 第45期中 第43期 第44期

会計期間

自 平成16年
  ４月１日
至 平成16年
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日
至 平成17年
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日
至 平成18年
  ９月30日

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

自 平成17年
  ４月１日
至 平成18年
  ３月31日

売上高 (百万円) 55,530 68,644 67,068 141,521 149,194

経常利益又は 
経常損失（△）

(百万円) △111 △446 △ 82 527 △ 300

当期純利益又は 
中間(当期)純損失（△）

(百万円) △93 △443 △ 109 116 △ 504

純資産額 (百万円) 3,867 4,081 3,772 4,599 3,939

総資産額 (百万円) 40,630 44,766 47,618 56,226 53,907

１株当たり純資産額 (円) 471.99 282.08 258.86 317.87 272.38

１株当たり当期純利益又は 
中間(当期)純損失（△）

(円) △11.45 △30.68 △ 7.55 10.29 △ 34.87

潜在株式調整後
１株当たり中間(当期)純利益

(円) ― ― ― 10.25 ―

自己資本比率 (％) 9.5 9.1 7.9 8.2 7.3

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 502 △1,230 3,466 1,326 △ 1,342

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △78 △305 △ 272 187 △ 927

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △311 △586 △ 438 △1,651 △ 1,158

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(百万円) 5,974 4,366 5,816 6,489 3,060

従業員数
(名)

487 431 436 445 428
（外、平均臨時雇用者数） (138) (147) (129) (142) (140)



(2) 提出会社の最近３中間会計期間及び最近２事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間(当期)純利益又は中間(当期)純損失」および「潜在株式調整後

１株当たり中間(当期)純利益」については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しておりま

す。 

３ 純資産額の算定にあたり、平成18年９月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適

用指針第８号）を適用しております。  

  

回次 第43期中 第44期中 第45期中 第43期 第44期

会計期間

自 平成16年
  ４月１日
至 平成16年
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日
至 平成17年
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日
至 平成18年
  ９月30日

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

自 平成17年
  ４月１日
至 平成18年
  ３月31日

売上高 (百万円) 54,371 68,353 66,762 140,117 148,532

経常利益又は 
経常損失（△）

(百万円) 76 △461 △ 95 636 △ 329

中間(当期)純利益又は 
中間(当期)純損失（△）

(百万円) 16 △434 △ 120 338 △ 318

資本金 (百万円) 915 921 921 920 921

発行済株式総数 (千株) 8,195 14,613 14,616 14,599 14,616

純資産額 (百万円) 3,816 4,152 3,979 4,661 4,187

総資産額 (百万円) 37,290 43,997 46,049 55,371 52,478

１株当たり配当額 (円) 5.00 5.00 5.00 10.00 10.00

自己資本比率 (％) 10.2 9.4 8.6 8.4 8.0

従業員数
(名)

327 405 392 421 392
（外、平均臨時雇用者数） (91) (146) (127) (119) (139)



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容につい

て、重要な変更はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

向者を含む。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含む。）は、半期の平

均人員を（ ）外数で記載しております。 

２ 当社企業グループは事業の種類別セグメントの記載を省略しており、かつ事業部門等においても連結子会社

の占める売上割合が極めて低いため、パソコン関連事業として単一区分としております。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時雇用

者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含む。）は、年間の平均人員を（ ）外数で記載しており

ます。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

パソコン関連事業 436 （129）

合計 436 （129）

従業員数(名) 392 (127)



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間期のわが国経済は、民間企業や官公庁の需要に関しては、設備投資の増加や企業収益の改善が見ら

れるものの、原油高による先行きの不透明感や金利の引き上げによる景気への影響も懸念されつつも堅調に

推移しました。一方、個人消費に関しては、薄型テレビなどの家電製品や旅行・レジャー関連など一部の業

種への支出が増加し全体としても緩やかな回復基調にありました。  

 当社グループの属するパソコン関連業界では、景気回復を背景として主に、企業を中心とした需要は堅調

に推移しているものの、マイクロソフト社の新しいオペレーティングシステムであるWindows Vistaの発売

予定が来年1月下旬と発表されたことから、特にコンシューマ市場におきましては、買い控え傾向により需

要が低調に推移しており、JEITA（電子情報技術産業協会）の発表によると、平成18年度上半期における国

内のパソコン出荷実績は、企業向けは堅調だったものの、個人向けが伸び悩み、出荷台数で7半期ぶりの対

前年同期比4％減となりました。また、金額ベースについても対前年同期比6％減と競争の激化と製品単価の

下落傾向がうかがえる状況となっております。  

このような状況下、当社グループにおきましては、顧客のニーズにワンストップで応える最適な品揃えと

質の高いサービスの提供をテーマに活動を強化してまいりました。また、多様な取引先企業のニーズに合致

した製品や高品質なサービスを提供する強固なビジネスインフラを通じ、パソコン、ソフトウェアおよび周

辺機器分野における商流全体の最適化の実現と、物流コストの削減や業務オペレーションの効率化によるロ

ーコストオペレーションの実現に向け鋭意努力してまいりました。 

 営業体制面では、組織力の強化を通じて競争力を高め、収益の拡大をはかることを目的に営業部門制を導

入し、コーポレート営業部門、コンシューマ営業部門、MD・販売推進部門に大別して集約することにより、

市場の特性に応じた営業戦略と仕入、販売推進戦略を機動的に運用する体制といたしました。 

 また、昨年8月に導入いたしました新基幹システムおよび顧客サービスの接点となる周辺システムに関し

ては、導入当初の障害を克服し、その後も順次改善、拡充をはかり、取引先に対する各種の情報サービスな

らびに当社の業務オペレーションを迅速且つ正確に実現するための基盤インフラとして機能し、合わせて物

流面での効率化が進展いたしました。 

 営業面全般といたしましては、コーポレート市場におきましては、企業業績の回復傾向を反映してIT投資

に進展が見られたことから、パソコンおよびサーバー関連製品の買い替えや、ソフトウェアライセンスの販

売が増加したこと等により前期実績を上回る状況で推移いたしました。一方、コンシューマ市場向けの販売

に関しては、新規商材の投入を強化したデジタルオーディオ製品等デジタル家電関連商品の販売が増加いた

しましたが、パソコンおよびソフトウェアならびに一昨年12月の株式譲渡により販売移管を行った旧連結子

会社製品の取扱いが減少したことにより、売上高は前年同期比大幅な減少となり、連結売上高合計では前年

同期比減少となりました。 

 利益面では、コンシューマ市場向けにつきましては、デジタル家電、サプライ等利益率の高い商品を積極

的に販売したことにより、利益率が大幅に改善し、また、コーポレート市場向けに関しても、売上高の増加

により販売インセンティブ収入が増加した等の要因により利益率が改善し、連結売上総利益率は前年同期比

0.6ポイントと大幅に改善しました。 

以上により、当社グループの当中間期の連結売上高は67,068百万円（前年同期比2.3％減）、連結経常損

失82百万円（前年同期は経常損失446百万円）となりました。特別損失は破産・更生債権等整理損69百万

円、営業所原状復帰費用7百万円を計上し、合計で76百万円を計上いたしました。 



 この結果、連結中間純損失109百万円（前年同期は中間純損失443百万円）となりました。 

また、当社単体の売上高は、66,762百万円（前年同期比2.3％減）、経常損失95百万円（前年同期は経常

損失461百万円）、中間純損失120百万円（前年同期は中間純損失434百万円）となりました。 

品目別の営業概要は以下のとおりであります。なお、当中間連結会計期間より当社取扱商品の状況をより

正確に分類させるべく、これまでのパソコン周辺機器の内訳に「ネットワーク」および「サプライ」を追加

し、新たに、取扱実績が増加している「デジタル家電」を分類に追加いたしました。さらに、取扱金額が縮

小した「電子部品」を廃止いたしました（詳細に関しては、「仕入、受注及び販売の状況」の項を参照）。

  

（パソコン本体）  

 パソコン本体分野におきましては、企業向けサーバー、クライアント製品の販売は好調に推移し増加いた

しましたが、コンシューマ市場における一般個人向けパソコンの出荷が大幅に減少したことにより、パソコ

ン本体の売上高は、前年同期比2.3％減となる11,356百万円となりました。  

  

（パソコン周辺機器）  

 周辺機器分野におきましては、旧連結子会社製品の販売移管の影響により外部記憶装置の販売が大幅に減

少し、主力メーカーの販売政策の転換によりコンシューマ市場向けプリンタ及び液晶ディスプレイの売上が

減少しましたが、ネットワーク関連製品やサプライ製品の売上が増加したことから、周辺機器分野合計の売

上高は、前年同期比2.0％減となる27,791百万円となりました。  

  

（ソフトウェア）  

 ソフトウェア分野におきましては、ライセンスを中心とするコーポレート市場向けの売上が増加しました

が、コンシューマ市場向けの売上が大幅に減少した結果、売上高は、前年同期比4.2％減の19,913百万円と

なりました。  

  

（デジタル家電）  

 デジタル家電の分野におきましては、携帯用のデジタルオーディオ製品の販売が好調に推移した結果売上

高が増加し、売上高は、前年同期比10.7％増の6,036百万円となりました。  

  

（その他製品）  

 その他の製品分野におきましては、電子部品の減少等により、売上高は、前年同期比22.8％減の1,664百

万円となりました。  

 なお、品目別の売上としては、上記以外に連結子会社の物流業務受託収入306百万円があります。  

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

 当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前中間連結会計期間末

残高より1,450百万円増加し、5,816百万円となりました。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間における営業活動による資金は、仕入債務の減少等により資金が減少し、一方売上

債権の減少等で資金が増加し、結果3,466百万円の収入となりました。なお、前中間連結会計期間は、

1,230百万円の資金の支出となっております。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間における投資活動による資金は、無形固定資産の取得による減少351百万円が主た

る要因で、272百万円の支出となりました。これは前中間連結会計期間に比べ、33百万円資金の支出の減

少となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間における財務活動による資金は、短期借入金の返済等により438百万円の支出とな

りました。これは前中間連結会計期間に比べ、148百万円の資金の支出の減少となりました。 

  



２ 【仕入、受注及び販売の状況】 

(1) 仕入実績 
当中間連結会計期間における仕入実績は、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 当社は単一事業のため、仕入実績は品目別に記載しております。 

２ 金額は仕入価格で表示しております。 

３ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

４ 当中間連結会計期間よりパソコン周辺機器の内訳に「ネットワーク」および「サプライ」を追加し、新た

に、取扱実績が増加している「デジタル家電」を分類に追加いたしました。さらに、取扱金額が縮小した

「電子部品」を廃止いたしました。 

  
(2) 受注実績 
当中間連結会計期間における受注実績は、次のとおりであります。 

  

品目 金額(百万円) 前年同期比(％)

パソコン本体 11,386 △ 2.7

パソコン周辺機器 27,040 △ 0.9

(周辺機器の内訳)

外部記憶装置 3,449 △ 22.8

プリンタ 2,683 △ 25.6

メモリ 1,014 7.6

ディスプレイ 3,665 △ 9.4

ネットワーク 2,254 47.5

サプライ 6,587 4.4

その他周辺機器 7,386 15.9

ソフトウェア 17,887 △ 11.5

デジタル家電 5,138 △ 1.9

その他 1,520 △ 26.9

小計 62,973 △ 5.3

物流業務委託関連 287 23.3

合計 63,260 △ 5.2

品目 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

パソコン本体 11,776 0.4 693 26.1

パソコン周辺機器 28,520 △0.3 1,074 △9.8

(周辺機器の内訳)

外部記憶装置 3,472 △27.7 143 △28.4

プリンタ 2,891 △19.9 57 3.2

メモリ 962 △0.9 28 21.8

ディスプレイ 3,788 △7.2 144 0.5

ネットワーク 1,961 15.3 65 △23.9

サプライ 7,187 13.6 133 13.1

その他周辺機器 8,257 16.3 500 △11.0

ソフトウェア 20,018 △5.9 1,132 △51.8

デジタル家電 6,289 14.1 312 6.5

その他 1,745 △20.4 208 25.1

合計 68,349 △1.4 3,420 △24.8



(注) １ 当社は単一事業のため、受注実績は品目別に記載しております。 

２ 金額は販売価格で表示しております。 

３ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

４ 当中間連結会計期間よりパソコン周辺機器の内訳に「ネットワーク」および「サプライ」を追加し、新た

に、取扱実績が増加している「デジタル家電」を分類に追加いたしました。さらに、取扱金額が縮小した

「電子部品」を廃止いたしました。 

  

(3) 販売実績 
当中間連結会計期間における販売実績は、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 当社は単一事業のため、販売実績は品目別に記載しております。 

２ 金額は販売価格で表示しております。 

３ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

４ 当中間連結会計期間よりパソコン周辺機器の内訳に「ネットワーク」および「サプライ」を追加し、新た

に、取扱実績が増加している「デジタル家電」を分類に追加いたしました。さらに、取扱金額が縮小した

「電子部品」を廃止いたしました。 

  

品目 金額(百万円) 前年同期比(％)

パソコン本体 11,356 △2.3

パソコン周辺機器 27,791 △2.0

(周辺機器の内訳)

外部記憶装置 3,383 △28.9

プリンタ 2,875 △20.1

メモリ 946 △2.0

ディスプレイ 3,723 △8.2

ネットワーク 1,920 14.1

サプライ 7,090 12.5

その他周辺機器 7,851 12.4

ソフトウェア 19,913 △4.2

デジタル家電 6,036 10.7

その他 1,664 △22.8

小計 66,762 △2.3

物流業務受託収入 306 5.0

合計 67,068 △2.3



３ 【対処すべき課題】 

原油価格の高騰や金利の上昇等、今後の景気動向への影響が懸念される要因はあるものの、経済環境は確

実に明るさを取り戻しつつあります。 

 産業界におけるパソコンをはじめとするIT（情報技術）活用の進展、一般個人におけるブロードバンドサ

ービスおよびデジタル家電製品の利用拡大も継続して進んでいることから、今後もこれらを背景としたさま

ざまな新製品、新サービスの創出が期待される一方で、技術革新や市場内競争の拡大等を背景とした製品ラ

イフサイクルの短期化、製品単価の下落も継続するものと予想され、混沌とした状態が継続するものと思わ

れます。このような環境下において着実に収益性を高めて行くために当社は、業界において最適な品揃えと

質の高いサービスの提供を実現し、取引先のニーズを十分に織り込みながら、Web技術等のITを活用した効

率性とサービス性を兼ね備えたビジネスインフラ構築のための投資を不断に行い、当社自身の効率性・生産

性を高めつつ、取引先の利便性向上とリスク負担軽減に寄与することにより企業成長を維持することが最大

の課題ととらえております。 

 営業面においては、今後も続々と市場に登場する多種多様な新製品、新サービスにいち早く着目し、サプ

ライヤーへの市場参入支援と顧客への提案活動を強化することで収益性の向上をはかり、より顧客・市場に

支持される体制、機能、サービスの拡充に注力し、その一方で、それらを効率的に実現するための仕組み・

インフラの構築を引き続き推進し、市場や製品に関する情報の集積を活用した当社の付加価値として取引先

のビジネス活動を支援する提案活動を活発化させ収益の伴った成長をはかってまいります。 

 また、管理面においては、内部統制制度導入などの諸制度改革および「個人情報保護法」や「電波関連

法」等の法制化により、その対応に関する社会的ニーズも高まっており、これらに対応した社内管理体制を

充実させることも課題となっております。当社は、引き続き内部統制システムの拡充に注力するとともに、

新たに、取引情報の管理強化の一環としてプライバシーマークを平成18年10月に取得し、取引先からの支持

と信頼を得るべく努めてまいります。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約は行っておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

特記すべき事項はありません。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

前連結会計年度末において、計画中又は実施中の重要な設備の新設、除却等はありません。 

また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 
  

   
② 【発行済株式】 

  

   

(2) 【新株予約権の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
(注)配当可能原資の充実をはかり財務面での柔軟性を高めるため、旧商法第289条第2項の規定に基づき資本準備金を

減少するものであります。 

  

(4) 【大株主の状況】 

平成18年９月30日現在 

 
(注）１ 上記以外に自己株式が154千株（1.05％）あります。 

２ 丸紅株式会社の所有株式数6,794千株の他に、同社の子会社が所有する当社株式32千株があります。当該株

式数を加算しますと、発行済株式総数に対する所有株式数の割合は46.70％となります。 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 58,390,000

計 58,390,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年12月８日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 14,616,350 14,616,350
東京証券取引所
市場第二部

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

計 14,616,350 14,616,350 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

平成18年4月１日～ 
平成18年9月30日

― 14,616 ― 921 (注)△1,000 361

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

丸紅株式会社 東京都千代田区大手町1丁目4番2号 6,794 46.48

横河電機株式会社 東京都武蔵野市中町2丁目9番32号 826 5.65

辻本 和孝 神奈川県横浜市青葉区 599 4.10
丸紅インフォテック 
従業員持株会

東京都千代田区九段南2丁目3番14号 246 1.68

藤井恒明 新潟県三条市 159 1.08

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町1丁目1番5号 140 0.95

降幡 光宏 愛知県常滑市 73 0.49

株式会社三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内2丁目7番1号 70 0.47

日本生命保険相互会社 大阪府大阪市中央区今橋3丁目5番12号 70 0.47

第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町1丁目13番１号 70 0.47

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内2丁目1番1号 70 0.47

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町1丁目2番10号 70 0.47

計 ― 9,188 62.86



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年９月30日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」の「株式数（株）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株含まれて

おります。また、同「議決権の数（個）」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数1個が

含まれておりません。 

２ 「単元未満株式」の「株式数（株）」の欄には、当社所有の自己株式240株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年９月30日現在 

 
  

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式 154,000  

― ―

完全議決権株式(その他)
 普通株式     

14,210,000
14,209 ―

単元未満株式
 普通株式     

252,350
― ―

発行済株式総数 14,616,350 ― ―

総株主の議決権 ― 14,209 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

（自己保有株式） 
丸紅インフォテック 

株式会社

東京都千代田区九段南
２丁目３番14号

154,000 ― 154,000 1.05

計 ― 154,000 ― 154,000 1.05

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 390 367 358 354 342 345

最低(円) 359 350 311 310 318 315



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  なお、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は改正前の中間連結財務諸

表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は改正後の中間連

結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は改正前の中間財務諸表等規則

に基づき、当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は改正後の中間財務諸表等規

則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年

９月30日まで)及び前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで) 並びに当中間連結会計

期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年

９月30日まで)の中間連結財務諸表及び中間財務諸表について、新日本監査法人により中間監査を受けて

おります。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 2,366 1,916 2,060

 ２ 受取手形及び売掛金 ※４ 24,961 26,655 35,268

 ３ たな卸資産 9,618 8,848 8,756

 ４ 預け金 2,000 3,900 1,000

 ５ その他 ※３ 2,450 2,309 2,978

   貸倒引当金 △40 △79 △44

   流動資産合計 41,357 92.4 43,550 91.5 50,021 92.8

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※1,2 198 0.5 185 0.4 189 0.3

 ２ 無形固定資産 1,541 3.4 2,044 4.3 1,921 3.6

 ３ 投資その他の資産 ※２ 1,898 2,044 1,990

   貸倒引当金 △228 △205 △214

   投資その他の 
   資産合計

1,670 3.7 1,838 3.8 1,775 3.3

   固定資産合計 3,409 7.6 4,067 8.5 3,886 7.2

   資産合計 44,766 100.0 47,618 100.0 53,907 100.0



 
  

前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金 ※４ 17,773 21,937 27,482

 ２ 短期借入金 ※２ 15,458 12,393 11,592

 ３ 未払法人税等 19 18 29

 ４ 賞与引当金 187 138 204

 ５ 返品調整引当金 8 5 8

 ６ その他 1,275 1,288 1,358

   流動負債合計 34,722 77.6 35,780 75.1 40,675 75.5

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※２ 4,976 6,449 7,815

 ２ 退職給付引当金 256 264 237

 ３ 役員退職慰労金 
   引当金

19 25 22

 ４ その他 674 1,325 1,188

   固定負債合計 5,925 13.2 8,064 17.0 9,264 17.2

   負債合計 40,648 90.8 43,845 92.1 49,939 92.7

(少数株主持分)

  少数株主持分 36 0.1 ― ― 27 0.0

(資本の部)

Ⅰ 資本金 921 2.1 ― ― 921 1.7

Ⅱ 資本剰余金 1,360 3.0 ― ― 1,361 2.5

Ⅲ 利益剰余金 1,784 4.0 ― ― 1,651 3.1

Ⅳ 土地再評価差額金 △6 △0.0 ― ― △6 △0.0

Ⅴ その他有価証券 
  評価差額金

32 0.0 ― ― 26 0.0

Ⅵ 自己株式 △10 △0.0 ― ― △14 △0.0

   資本合計 4,081 9.1 ― ― 3,939 7.3

   負債、少数株主持分 
   及び資本合計

44,766 100.0 ― ― 53,907 100.0



 
  

前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 921 1.9 ― ―

 ２ 資本剰余金 ― ― 1,361 2.9 ― ―

 ３ 利益剰余金 ― ― 1,470 3.1 ― ―

 ４ 自己株式 ― ― △15 △0.0 ― ―

   株主資本合計 ― ― 3,737 7.9 ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

― ― 15 0.0 ― ―

 ２ 繰延ヘッジ損益 ― ― △2 △0.0 ― ―

 ３ 土地再評価差額金 ― ― △6 △0.0 ― ―

   評価・換算差額等 
   合計

― ― 6 0.0 ― ―

Ⅲ 少数株主持分 ― ― 28 0.0 ― ―

   純資産合計 ― ― 3,772 7.9 ― ―

   負債純資産合計 ― ― 47,618 100.0 ― ―



② 【中間連結損益計算書】 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 68,644 100.0 67,068 100.0 149,194 100.0

Ⅱ 売上原価 65,057 94.8 63,169 94.2 141,472 94.8

売上総利益 3,587 5.2 3,898 5.8 7,721 5.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１

１ 荷造運賃 349 ― 836 

２ 広告宣伝費 5 ― 6 

３ 報酬及び給与 1,311 ― 2,243 

４ 退職給付費用 ― ― 158 

５ 賞与引当金繰入額 ― ― 204 

６ 法定福利費 149 ― 297 

７ 業務委託手数料 1,003 ― 2,255 

８ 地代家賃 111 ― 248 

９ 賃借料 202 ― 303 

10 旅費交通費 73 ― 142 

11 通信費 114 ― 217 

12 支払手数料 58 ― 122 

13 その他 581 3,960 5.7 ― 3,848 5.7 829 7,865 5.3

営業利益又は 
営業損失（△)

△373 △0.5 50 0.1 △143 △0.1

Ⅳ 営業外収益

１ 受取利息 3 1 4 

２ 受取配当金 0 0 1 

３ 仕入割引 34 35 84 

４ 販売促進収入 17 8 17 

５ その他 28 85 0.1 8 55 0.1 56 164 0.1

Ⅴ 営業外費用

１ 支払利息 135 153 251 

２ 債権売却損 ― 18 ―

３ その他 22 157 0.2 15 187 0.3 69 321 0.2

経常損失 446 △0.6 82 △0.1 300 △0.2

Ⅵ 特別利益

１ ゴルフ会員権売却益 ― 0 ―

２ 投資有価証券売却益 5 ― 34 

３ 貸倒引当金戻入額 7 ― 15 

４ 基幹システム障害 
  補償収入

※３ 126 138 0.2 ― 0 0.0 559 609 0.4

Ⅶ 特別損失

１ 破産・更生債権等整  
    理損

― 69 ―

２ 営業所原状復帰費用 ― 7 ―

３ 固定資産除却損 ※２ 2 ― 226 

４ 商品評価損 ― ― 790 

５ ゴルフ会員権評価損 9 ― 19 

６ 物流統合改善費用 ※４ 42 ― 52 

７ 基幹システム障害 
  対応費用

※５ 81 ― 183 

８ 貸倒引当金繰入額 ― ― 10 

９ 減損損失 ※６ ― 135 0.2 ― 76 0.1 2 1,285 0.8

税金等調整前中間 
(当期)純損失

442 △0.6 158 △0.2 976 △0.6

法人税、住民税 
及び事業税

2 8 18

法人税等調整額 ― 2 0.0 △57 △49 △0.1 △480 △462 △0.3

少数株主利益又は 
少数株主損失（△)

△1 △0.0 0 0.0 △9 △0.0

中間(当期)純損失 443 △0.6 109 △0.1 504 △0.3



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

（資本剰余金の部）

 Ⅰ 資本剰余金期首残高 1,360 1,360

 Ⅱ 資本剰余金増加高

    ストックオプションによる 
    新株の発行

0 0 1 1

 Ⅲ 資本剰余金 
   中間期末(期末)残高

1,360 1,361

（利益剰余金の部）

 Ⅰ 利益剰余金期首残高 2,300 2,300

 Ⅱ 利益剰余金減少高

  １ 中間(当期)純損失 443 504

  ２ 配当金 72 516 144 649

 Ⅲ 利益剰余金 
   中間期末(期末)残高

1,784 1,651



  

④ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

 
  

 
(注) 平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 921 1,361 1,651 △14 3,919

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当(注) △72 △72

 中間純損失 △109 △109

 自己株式の取得 △0 △0

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― ― △181 △0 △182

平成18年９月30日残高(百万円) 921 1,361 1,470 △15 3,737

評価・換算差額等

少数株主 
持分

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 26 ― △6 20 27 3,967

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当(注) △72

 中間純損失 △109

 自己株式の取得 △0

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△11 △2 △13 0 △13

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△11 △2 ― △13 0 △195

平成18年９月30日残高(百万円) 15 △2 △6 6 28 3,772



⑤ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間
前連結会計年度の要約 
キャッシュ・フロー計算書

(自 平成17年４月１日
  至 平成17年９月30日)

(自 平成18年４月１日
 至 平成18年９月30日)

(自 平成17年４月１日
 至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

１ 税金等調整前中間(当期)純損失 442 158 976

２ 減価償却費 43 228 101

３ 減損損失 ― ― 2

４ 貸倒引当金の増加(△減少)額 △16 26 △25

５ 賞与引当金の増加(△減少)額 △6 △ 66 9

６ 退職給付引当金の増加額 29 26 10

７ 役員退職慰労金引当金の増加額 0 2 3

８ 受取利息及び受取配当金 △3 △2 △5

９ 支払利息 135 153 251

10 投資有価証券売却益 △5 ― △34

11 固定資産除却損 2 ― 226

12 ゴルフ会員権売却益 ― △0 ―

13 ゴルフ会員権評価損 9 ― 19

14 売上債権の減少額 11,181 8,613 874

15 たな卸資産の増加額 △1,424 △91 △563

16 仕入債務の減少額 △10,270 △5,544 △561

17 未払消費税等の増加(△減少)額 △17 49 ―

18 その他 △306 402 △374

小計 △1,090 3,639 △1,041

19 利息及び配当金の受取額 7 2 9

20 利息の支払額 △122 △ 145 △266

21 法人税等の支払額 △25 △ 28 △45

営業活動による 
キャッシュ・フロー

△1,230 3,466 △1,342

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

１ 有形固定資産の取得による支出 △56 △0 △58

２ 無形固定資産の取得による支出 △274 △351 △938

３ 投資有価証券の取得による支出 △0 △0 △1

４ 投資有価証券の売却による収入 27 ― 65

５ 長期前払費用の支出 ― △ 2 △0

６ ゴルフ会員権の売却による収入 ― 0 ―

７ 敷金・保証金の差入による支出 ― △3 △29

８ 敷金・保証金の返還による収入 ― 86 34

９ その他 △1 ― ―

投資活動による 
キャッシュ・フロー

△305 △272 △927

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

１ 短期借入金の純減少額 △500 △500 △3,500

２ 長期借入による収入 2,000 1,500 6,500

３ 長期借入金の返済による支出 △2,010 △1,565 △4,536

４ セール・アンド・リースバック 
  による収入

― 367 709

５ ファイナンス・リース債務の 
  返済による支出

― △166 △179

６ 親会社による配当金の支払額 △72 △72 △144

７ 株式の発行による収入 1 ― 2

８ その他 △5 △0 △9

財務活動による 
キャッシュ・フロー

△586 △438 △1,158

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 ― ― ―

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加(△減少)額 △2,123 2,756 △3,429

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 6,489 3,060 6,489

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高

※1 4,366 5,816 3,060



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 連結の範囲に関す

る事項

① 連結子会社の数及び連

結子会社名

１社

サイバーロジスティク

ス株式会社

① 連結子会社の数及び連

結子会社名

同左

① 連結子会社の数及び連

結子会社名

同左

② 非連結子会社名

ケー・イー・ロジステ

ィクス株式会社

② 非連結子会社名

同左

② 非連結子会社名

同左

③ 非連結子会社について

連結の範囲から除いた

理由

非連結子会社の総資

産、売上高、中間純損

益および利益剰余金等

は、いずれも小規模で

あり、中間連結財務諸

表に重要な影響を及ぼ

していないためであり

ます。

③ 非連結子会社について

連結の範囲から除いた

理由

同左

③ 非連結子会社について

連結の範囲から除いた

理由

非連結子会社の総資

産、売上高、当期純損

益および利益剰余金

は、いずれも小規模で

あり、連結財務諸表に

重要な影響を及ぼして

いないためでありま

す。

２ 持分法の適用に関

する事項

① 持分法非適用の非連結

子会社及び関連会社

非連結子会社名

ケー・イー・ロジステ

ィクス株式会社

① 持分法非適用の非連結

子会社及び関連会社

非連結子会社名

同左

① 持分法非適用の非連結

子会社及び関連会社

非連結子会社名

同左

② 持分法の適用範囲から

除いた理由

非連結子会社は、中間

連結純損益および利益

剰余金等に及ぼす影響

が軽微であり、かつ全

体としても重要性がな

いため、持分法の適用

範囲から除外いたしま

した。

② 持分法の適用範囲から

除いた理由

同左

② 持分法の適用範囲から

除いた理由

非連結子会社は、連結

純損益および利益剰余

金等に及ぼす影響が軽

微であり、かつ全体と

しても重要性がないた

め、持分法の適用範囲

から除外いたしまし

た。

３ 連結子会社の中間

決算日(決算日)等

に関する事項

連結子会社の中間決算日と

中間連結決算日は、一致し

ております。

同左 連結子会社の事業年度末日

と連結決算日は一致してお

ります。

４ 会計処理基準に関

する事項

(1) 重要な資産の評

価基準及び評価

方法

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの

中間決算日前1ヵ月

の市場価格等の平均

価格に基づく時価法

（評価差額は、全部

資本直入法により処

理し、売却原価は、

移動平均法により算

定）

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの

中間決算日前1ヵ月

の市場価格等の平均

価格に基づく時価法

（評価差額は、全部

純資産直入法により

処理し、売却原価

は、移動平均法によ

り算定）

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの

決算日前1ヵ月の市

場価格等の平均価格

に基づく時価法（評

価差額は、全部資本

直入法により処理

し、売却原価は、移

動平均法により算

定）



 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

時価のないもの

移動平均法による原

価法

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

② デリバティブ取引によ

り生ずる債権及び債務

時価法によっており

ます。

② デリバティブ取引によ

り生ずる債権及び債務

同左

② デリバティブ取引によ

り生ずる債権及び債務

同左

③ たな卸資産

商品…移動平均法によ

る原価法

（会計方針の変更）

従来、個別受注の商品

については、個別法に

よる原価法、それ以外

のものについては、移

動平均法による原価法

によっておりました

が、当中間連結会計期

間に電算システムを変

更したことを機に評価

基準及び評価方法の統

一をはかり、全ての商

品を移動平均法による

原価法に変更いたしま

した。

この変更が中間連結財

務諸表に与える影響は

軽微であります。

③ たな卸資産

商品…移動平均法によ

る原価法

③ たな卸資産

商品…移動平均法によ

る原価法

（会計方針の変更）

従来、個別受注の商品

については、個別法に

よる原価法、それ以外

のものについては、移

動平均法による原価法

によっておりました

が、当連結会計期間に

電算システムを変更し

たことを機に評価基準

及び評価方法の統一を

はかり、全ての商品を

移動平均法による原価

法に変更いたしまし

た。

この変更が連結財務諸

表に与える影響は軽微

であります。

(2) 重要な減価償却

資産の減価償却

の方法

① 有形固定資産 

定率法によっておりま

す。 

ただし、平成10年4月1

日以降に取得した建物

(建物付属設備は除く)

については、定額法に

よっております。 

なお、主な耐用年数は

以下のとおりです。 

建物 

         3～47年 

機械装置及び運搬具 

           2～ 4年 

工具器具備品 

           3～20年 

また、取得価額10万円

以上20万円未満の少額

減価償却資産について

は、3年間均等償却に

よっております。

① 有形固定資産

同左

① 有形固定資産

同左



 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

② 無形固定資産

定額法によっておりま

す。 

なお、ソフトウェア

(自社利用分）につい

ては、社内における利

用可能期間（5年）に

基づく定額法によって

おります。

② 無形固定資産

同左

② 無形固定資産

同左

③ 長期前払費用 

定額法によっておりま

す。

③ 長期前払費用

同左

③ 長期前払費用

同左

(3) 重要な引当金の 

計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損

失に備えるため、回収

不能見込額を計上して

おります。

ａ 一般債権

貸倒実績率法によ

っております。

ｂ 貸倒懸念債権及び 

   破産更生債権等

財務内容評価法に

よっております。

① 貸倒引当金

同左

① 貸倒引当金

同左

② 賞与引当金 

従業員に対して支給す

る賞与の支出に充てる

ため、支給見込額に基

づき計上しておりま

す。

② 賞与引当金

同左

② 賞与引当金

同左

③ 返品調整引当金

返品による損失に備え

るため、過去の実績返

品率を勘案し、当該返

品に伴う売上総利益相

当額を計上しておりま

す。

③ 返品調整引当金

同左

③ 返品調整引当金

同左



 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

④ 退職給付引当金

従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計

年度末における退職給

付債務および年金資産

の見込額に基づき、当

中間連結会計期間末に

おいて発生していると

認められる額を計上し

ております。

数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内

の一定の年数（10年）

による按分額をそれぞ

れ発生の翌連結会計年

度から費用処理してお

ります。

過去勤務債務は、その

発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一

定の年数（10年）によ

る按分額を費用処理し

ております。

④ 退職給付引当金

従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計

年度末における退職給

付債務および年金資産

の見込額に基づき、当

中間連結会計期間末に

おいて発生していると

認められる額を計上し

ております。

数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内

の一定の年数(10年)に

よる定額法により按分

した額をそれぞれ発生

の翌連結会計年度から

費用処理することとし

ております。

過去勤務債務は、その

発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一

定の年数(10年)による

定額法により、費用処

理することとしており

ます。

④ 退職給付引当金

従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計

年度末における退職給

付債務および年金資産

の見込額に基づき、当

連結会計年度末におい

て発生していると認め

られる額を計上してお

ります。

数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内

の一定の年数(10年)に

よる定額法により按分

した額をそれぞれ発生

の翌連結会計年度から

費用処理することとし

ております。

過去勤務債務は、その

発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一

定の年数(10年)による

定額法により、費用処

理することとしており

ます。

⑥ 役員退職慰労金引当金

役員の退職慰労金の支

給に充てるため、内規

に基づく当中間連結会

計期間の末日における

要支給額を計上してお

ります。

⑥ 役員退職慰労金引当金

同左

⑥ 役員退職慰労金引当金

役員の退職慰労金の支

給に充てるため、内規

に基づく期末要支給額

を計上しております。

(4) 重要なリース取 

引の処理方法

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によってお

ります。

同左 同左



 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(5) 重要なヘッジ会

計の方法

① ヘッジ会計の方法

主として繰延ヘッジ処

理によっております。

なお、金利スワップに

ついては特例処理の要

件を満たしている場合

は、特例処理を採用し

ております。

為替予約については、

振当処理の要件を満た

している場合は、振当

処理を採用しておりま

す。

① ヘッジ会計の方法

同左

① ヘッジ会計の方法

同左

② ヘッジ手段とヘッジ対

象

ヘッジ手段…為替予約

取引、金利スワップ取

引及び金利キャップ取

引

ヘッジ対象…外貨建金

銭債務及び借入金

② ヘッジ手段とヘッジ対

象

ヘッジ手段…為替予約

取引及び金利スワップ

取引

ヘッジ対象…外貨建金

銭債務及び借入金

② ヘッジ手段とヘッジ対

象

同左

 

③ ヘッジ方針

当社の社内規程に基づ

き、将来の為替および

金利変動リスク回避の

ためにヘッジを行って

おります。

③ ヘッジ方針

同左

③ ヘッジ方針

同左

④ ヘッジの有効性評価の

方法

キャッシュ・フローの

変動額または、相場の

変動額を比較する方法

によっております。

④ ヘッジの有効性評価の

方法

キャッシュ・フローの

変動額または、相場の

変動額を比較する方法

によっております。た

だし、金利スワップの

特例処理、為替予約の

振当処理については有

効性の評価の判定を省

略しております。

④ ヘッジの有効性評価の

方法

同左

 

(6) 消費税等の処理 

方法

消費税および地方消費税の

会計処理は、税抜方式によ

っております。

同左 同左

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

( 連結キャッシ

ュ・フロー計算

書)における資金

の範囲

手許現金、要求払預金およ

び取得日から３カ月以内に

満期日の到来する流動性の

高い、容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない短期的な投資でありま

す。

同左 同左



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 
  

 
  

表示方法の変更 

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

（固定資産の減損に係る会計基準）

 当中間連結会計期間から「固定資
産の減損に係る会計基準」（「固定
資産の減損に係る会計基準の設定に
関する意見書」（企業会計審議会
平成14年8月9日））及び「固定資産
の減損に係る会計基準の適用指針」
（企業会計基準委員会 平成15年10
月31日 企業会計基準適用指針第6
号）を適用しております。
 これによる損益に与える影響はあ
りません。

―――――――――― （固定資産の減損に係る会計基準）

当連結会計年度より「固定資産の
減損に係る会計基準」（「固定資産
の減損に係る会計基準の設定に関す
る意見書」（企業会計審議会 平成
14年8月9日））及び「固定資産の減
損に係る会計基準の適用指針」（企
業会計基準委員会 平成15年10月31
日 企業会計基準適用指針第6号）
を適用しております。これにより税
金等調整前当期純損失は2百万円増
加しております。

―――――――――― (貸借対照表純資産の部の表示に関
する会計基準等)          
 当中間連結会計期間から「貸借対
照表の純資産の部の表示に関する会
計基準」(企業会計基準委員会 平
成17年12月9日 企業会計基準第５
号)及び「貸借対照表の純資産の部
の表示に関する会計基準等の適用指
針」(企業会計基準委員会 平成17
年12月9日 企業会計基準適用指針第
8号)を適用しております。 
 なお、従来の「資本の部」の合計
に相当する金額は3,745百万円であ
ります。 

――――――――――

 中間連結財務諸表規則の改正によ
り、当中間連結会計期間における中
間連結財務諸表は、改正後の中間連
結財務諸表規則により作成しており
ます。

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

（連結キャッシュ・フロー計算書）
「無形固定資産の取得による支出」（前連結中間会計
期間43百万円）は従来、投資活動によるキャッシュ・
フローのその他に含めて表示しておりましたが、重要
性が増加したため、当中間連結会計期間より独立掲記
しております。 
 

 

（中間連結損益計算書）
１ 従来、販管費及び一般管理費については、中間連

結損益計算書において費目別に区分掲記しており
ましたが、当中間連結会計年度から中間連結損益
計算書の一覧性及び明瞭性を高めるため、中間連
結損益計算書は「販売費及び一般管理費」として
一括掲記し、主要な費目を注記する方法に変更い
たしました。 
なお、当中間連結会計年度において販売費及び一
般管理費を従来の方法により区分掲記した場合、
その主要な費目及び額は次のとおりであります。

荷造運賃 385 百万円
広告宣伝費 2 〃
報酬及び給与 904 〃
退職給付費用 77 〃
賞与引当金繰入額 127 〃
法定福利費 129 〃
業務委託手数料 1,387 〃
地代家賃 135 〃
賃借料 108 〃
旅費交通費 71 〃
通信費 93 〃
支払手数料 45 〃
減価償却費 31 〃

２ 「債権売却損」（前中間連結会計期間14百万円)
は、従来営業外費用のその他に含めて表示してお
りましたが、当中間連結会計期間より独立掲記し
ております。



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日)

※１ 有形固定資産減価償却累計額

121百万円

※１ 有形固定資産減価償却累計額

133百万円

※１ 有形固定資産減価償却累計額

127百万円

※２ 担保に供している資産

建物 9百万円

土地 50 〃

投資有価証券 0 〃

計 61百万円

※２ 担保に供している資産

建物 9百万円

土地 50 〃

投資有価証券 0 〃

計 60百万円

※２ 担保に供している資産

建物 9百万円

土地 50 〃

投資有価証券 0 〃

計 60百万円

   上記に対する債務

短期借入金 5,068百万円

長期借入金 1,800 〃

計 6,868百万円

   上記に対する債務

短期借入金 4,180百万円

長期借入金 3,020 〃

計 7,200百万円

   上記に対する債務

短期借入金 3,035百万円

長期借入金 3,600 〃

計 6,635百万円

※３  債権流動化による売上債権 

譲渡(譲渡額面5,239百万円)

に伴う支払留保額は流動資産

その他に818百万円含まれて

おります。

※４  ―――――― 

※３ 債権流動化による売上債権 

譲渡(譲渡額面5,356百万円) 

に伴う支払留保額は流動資産

その他に487百万円含まれて

おります。

※４ 中間連結会計期間末日の満期

手形の処理については、手形

交換日をもって決済処理して

おります。 

 なお、当中間連結会計期間

の末日は金融機関の休日であ

ったため、次の満期手形が中

間連結会計期間末日の残高に

含まれております。

受取手形  98百万円 

支払手形 534  〃

※３ 債権流動化による売上債権 

譲渡(譲渡額面5,766百万円)

に伴う支払留保額は流動資産

その他に940百万円含まれて

おります。

※４  ―――――― 



(中間連結損益計算書関係) 

  
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１  ―――――― ※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費用及び金額は、次の

とおりであります。

荷造運賃 385 百万円

広告宣伝費 2 〃

報酬及び給与 904 〃

退職給付費用 77 〃

賞与引当金繰入額 127 〃

法定福利費 129 〃

業務委託手数料 1,387 〃

地代家賃 135 〃

賃借料 108 〃

旅費交通費 71 〃

通信費 93 〃

支払手数料 45 〃

減価償却費 31 〃

※１  ――――――

 

※２ 固定資産除却損の明細は、次

のとおりであります。

ソフトウェア 2 百万円
 

※２  ―――――― ※２ 固定資産除却損の明細は、次

のとおりであります。

建物及び構築物 0 百万円

無形固定資産
226 〃

(ソフトウェア)

計 226 百万円

※３ 新基幹システム障害に対する

損害賠償金として、補償を受

けたものであります。

※３  ―――――― ※３ 基幹システム障害補償収入

は、新基幹システム障害に対

する損害賠償金として、補償

を受けたものであります。

※４ 物流統合改善費用は、物流の

効率化をはかるための商品セ

ンター統合に費やした臨時費

用であります。

※４  ―――――― ※４ 物流統合改善費用は、物流の

効率化をはかるための商品セ

ンター統合に費やした臨時費

用であります。

※５ 新基幹システム障害の解消に

費やした臨時費用でありま

す。その内容は、人件費、業

務委託料および運賃が主なも

のであります。

※５  ―――――― ※５ 基幹システム障害対応費用

は、新基幹システム障害の解

消に費やした臨時費用であり

ます。その内容は、人件費、

業務委託料および運賃が主な

ものであります。



  

 
  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

※６  ―――――― ※６  ――――――  

 

 

※６ 減損損失 

当連結会計年度において、当

社グループは次の資産につい

て減損損失を計上しました。

場所 用途 種類

赤城山山林
（群馬県）

遊林資産 土地

当社グループは、営業部署別
に資産をグループ化しており
ます。グルーピングの単位で
ある各営業部署においては、
減損の兆候がなかったもの
の、将来の使用が見込まれて
いない遊休資産である群馬県
赤城山山林の地価が大幅に下
落したため、帳簿価額を回収
可能価額まで減額し、当該減
少額を減損損失(2百万円)と
して特別損失に計上しており
ます。なお、回収可能価額は
正味売却価額により測定して
おり、当該土地の評価につい
ては不動産鑑定士の鑑定評価
に基づいております。 
 



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

  

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  

２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

 増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加 2,100 株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

     該当事項はありません。 
  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  

 (2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後と 

なるもの 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(千株) 14,616 ― ― 14,616

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 152,140 2,100 ― 154,240

決議 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円） 基準日 効力発生日

平成18年6月29日 
株主総会 普通株式 72 5 平成18年3月31日 平成18年6月30日

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

平成18年11月15日 
取締役会 普通株式 利益剰余金 72 5 平成18年9月30日 平成18年12月4日



次へ 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

※１  現金及び現金同等物の中間 

末残高と中間連結貸借対照  

表に掲記されている科目の  

金額との関係
 
(平成17年9月30日現在)

現金及び 
預金勘定

2,366百万円

預入日から３ヵ
月以内に満期日
の到来する短期
投資(預け金)

2,000 〃

現金及び 
現金同等物

4,366百万円

 
 ２  ―――――― 

 

 

※１  現金及び現金同等物の中間 

期末残高と中間連結貸借対照

表に掲記されている科目の金

額との関係
 
(平成18年9月30日現在)

現金及び 
預金勘定

1,916百万円

預入日から３ヵ
月以内に満期日
の到来する短期
投資(預け金)

3,900 〃

現金及び 
現金同等物

5,816百万円

 
 ２  重要な非資金取引の内容 

新たに計上したファイナン

ス・リース取引に係る資産及

び債務の額は、それぞれ367

百万円であります。

 

※１  現金及び現金同等物の期末 

残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関

係

(平成18年3月31日現在)

現金及び
預金勘定

2,060百万円

預入日から３ヵ
月以内に満期日
の到来する短期
投資(預け金)

1,000 〃

現金及び
現金同等物

3,060百万円

 ２  重要な非資金取引の内容 

新たに計上したファイナン

ス・リース取引に係る資産及

び債務の額は、それぞれ709

百万円であります。



次へ 

(リース取引関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

建物

(百万円)

機械装置 
及び 
運搬具 
(百万円)

工具器具
備品

(百万円)

無形固定
資産

(百万円)

計

(百万円)

取得 
価額 
相当額

46 4 738 474 1,264

減価 
償却 
累計額 
相当額

19 2 387 267 676

中間 
期末 
残高 
相当額

26 2 351 207 587

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

建物

(百万円)

機械装置
及び 
運搬具 
(百万円)

工具器具
備品

(百万円)

無形固定
資産

(百万円)

計

(百万円)

取得 
価額 
相当額

48 4 551 345 950

減価 
償却 
累計額 
相当額

29 3 285 168 486

中間 
期末 
残高 
相当額

19 1 266 176 464

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

建物

(百万円)

機械装置
及び 
運搬具 
(百万円)

工具器具 
備品 

(百万円)

無形固定 
資産 

(百万円)
計

(百万円)

取得  
価額 
相当額

46 4 635 313 999

減価 
償却 
累計額
相当額

24 2 349 198 575

期末 
残高
相当額

21 1 285 114 423

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 218百万円

１年超 391百万円

合計 610百万円

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 163百万円

１年超 318百万円

合計 481百万円
 

② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 151百万円

１年超 289百万円

合計 441百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 139百万円

減価償却費 
相当額

131百万円

支払利息相当額 8百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 90百万円

減価償却費
相当額

85百万円

支払利息相当額 5百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 230百万円

減価償却費
相当額

216百万円

支払利息相当額 14百万円

④ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。

④ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

同左

④ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

同左

利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の

取得価額相当額の差額を利息

相当額とし、各期への配分方

法については、利息法によっ

ております。

利息相当額の算定方法

同左

利息相当額の算定方法

同左



前へ 

(有価証券関係) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

(デリバティブ取引関係) 

 

区 分

前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度末

平成17年９月30日 平成18年９月30日 平成18年３月31日

 
取得原価
 

(百万円)

中間連結 
貸借対照 
表計上額 
(百万円)

 
差額 
 

(百万円)

取得原価
 

(百万円)

中間連結
貸借対照
表計上額
(百万円)

差額 
 

(百万円)

取得原価 
 

(百万円)

連結貸借 
対照表 
計上額 
(百万円)

 
差額 
 

(百万円)

株式 137 192 54 140 165 25 129 174 45

計 137 192 54 140 165 25 129 174 45

区 分

前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度末

平成17年９月30日 平成18年９月30日 平成18年３月31日

前中間連結貸借対照表計上額
(百万円)

当中間連結貸借対照表計上額
(百万円)

前連結貸借対照表計上額 
(百万円)

その他有価証券 
非上場株式

10 0 10

①通貨関連

 前中間連結会計期間末（平成17年9月30日）

当社グループは、期中に為替予約取引を行っておりますが、期末残高がないため該当事項はあ
りません。

 当中間連結会計期間末（平成18年9月30日）

当社グループは、為替予約取引を行っておりますが、ヘッジ会計が適用されているため、記載
対象から除いております。

 前連結会計年度末（平成18年3月31日）

当社グループは、期中に為替予約取引を行っておりますが、期末残高がないため該当事項はあ
りません。

②金利関連

 前中間連結会計期間末（平成17年9月30日）

当社グループは、金利スワップ取引及び金利キャップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計が
適用されているため、対象から除いております。

当中間連結会計期間末（平成18年9月30日）

当社グループは、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計が適用されているため、
記載対象から除いております。

 前連結会計年度末（平成18年3月31日）

当社グループは、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計が適用されているため、
記載対象から除いております。



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間( 自 平成17年4月1日 至 平成17年9月30日 ) 

当社グループは、コンピュータおよびその周辺機器・ソフトウェアを販売する事業を営んでお

ります。取扱い商品の種類、販売市場等の類似性から判断して、単一の事業区分のため、事業の

種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

当中間連結会計期間( 自 平成18年4月1日 至 平成18年9月30日 ) 

当社グループは、コンピュータおよびその周辺機器・ソフトウェアを販売する事業を営んでお

ります。取扱い商品の種類、販売市場等の類似性から判断して、単一の事業区分のため、事業の

種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

前連結会計年度( 自 平成17年4月1日 至 平成18年3月31日 ) 

当社グループは、コンピュータおよびその周辺機器・ソフトウェアを販売する事業を営んでお

ります。取扱い商品の種類、販売市場等の類似性から判断して、単一の事業区分のため、事業の

種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自平成17年４月１日 至平成17年９月30日)、当中間連結会計期間(自平成18年

４月１日 至平成18年９月30日)および前連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日)に

つきましては、本国以外の地域に所在する連結子会社および在外支店がないため、該当事項はありませ

ん。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自平成17年４月１日 至平成17年９月30日)、当中間連結会計期間(自平成18年

４月１日 至平成18年９月30日)および前連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日)に

つきましては、海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

  



(１株当たり情報) 

  

 
  

(注) 1株当たり中間(当期)純損失の算定上の基礎は下記のとおりであります。 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 282.08円 １株当たり純資産額 258.86円 １株当たり純資産額 272.38円

１株当たり中間純損失 30.68円 １株当たり中間純損失 7.55円 １株当たり当期純損失 34.87円

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式

は存在するものの、１株当たり中間

純損失のため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式

が存在しないため記載しておりませ

ん。

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式

は存在するものの、１株当たり当期

純損失であるため記載しておりませ

ん。

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり中間(当期)純損
失金額

中間(当期)純損失(百万
円)

443 109 504

普通株主に帰属しない金
額(百万円)

― ― ―

普通株式に係る中間(当
期)純損失(百万円)

443 109 504

普通株式の期中平均株式
数(千株)

14,467 14,462 14,465

希薄化効果を有しないた
め、潜在株式調整後1株
当たり中間(当期)純利益
の算定に含まれなかった
潜在株式の概要

旧商法第280条ノ19
の規定に基づく新株
引受権の目的となる
株式の数。
普通株式 3,900株

― 新株予約権1種類



(重要な後発事象) 
  

   
(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

―――――――――― 
 

―――――――――― 当社は、平成18年6月29日開催の第44
期定時株主総会において資本準備金
の減少について決議いたしました。
１ 資本準備金減少の目的

配当可能原資の充実をはかり財務
面での柔軟性を高めるため、旧商
法第289条第2項の規定に基づき資
本準備金を減少するものでありま
す。 
なお、当社は平成18年4月27日開
催の取締役会にて、第44期定時株
主総会の招集を決定し会社法施行
前に手続きが開始されておりま
す。

２ 資本準備金減少の要領(減少すべ
き資本準備金の額)
平成18年3月31日現在の当社の資
本準備金の総額1,361,160,529円
のうち1,000,000,000円を取り崩
し、同額をその他資本剰余金に振
替える予定であります。

３ 資本準備金減少の日程

(1)取締役会決議日 
  平成18年5月17日 
(2)定時株主総会決議日 
  平成18年6月29日 
(3)債権者異議申述最終期日 
  平成18年8月中旬予定 
(4)効力発生日 
  平成18年8月中旬予定

４ 今後の見通し

当該資本準備金の減少による今後
の業績見通しに直接与える影響は
ありません。

―――――――――― 固定資産の譲渡
当社は、平成18年11月17日、固定資
産の譲渡契約を締結いたしました。
譲渡の内容は、次のとおりでありま
す。

―――――――――― 
  
 
 

１ 譲渡の理由
資産の効率化をはかるため所有
の土地の一部を売却するもので
あります。

２ 譲渡資産の内容

①資産の内容および所在地

 土地 415㎡

 茨城県つくば市二ノ宮三丁目

           24番17

②譲渡価額 77百万円

③現状   賃貸駐車場

３ 譲渡先

一誠商事株式会社

４ 譲渡の日程

①譲渡契約日

  平成18年11月17日

②引渡日

  平成18年12月15日予定

５ 損益に与える影響
固定資産売却益33百万円を平成
18年12月に特別利益に計上する
予定であります。



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 2,254 1,728 1,904

 ２ 受取手形
 
※６ 3,555 3,774 3,971

 ３ 売掛金
 
 21,327 22,811 31,183

 ４ たな卸資産 9,618 8,848 8,756

 ５ 預け金 2,000 3,900 1,000

 ６ その他 ※4,5 2,570 2,211 2,880

   貸倒引当金 △40 △79 △44

  流動資産合計 41,287 93.8 43,196 93.8 49,652 94.6

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※1,2 104 0.2 100 0.2 101 0.2

 ２ 無形固定資産 174 0.4 153 0.4 187 0.4

 ３ 投資その他の資産 ※２ 2,659 2,805 2,751

   貸倒引当金 △228 △205 △214

  投資その他の資産合計 2,431 5.6 2,599 5.6 2,537 4.8

  固定資産合計 2,710 6.2 2,853 6.2 2,825 5.4

  資産合計 43,997 100.0 46,049 100.0 52,478 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 ※６ 1,965 1,928 2,176

 ２ 買掛金 15,595 19,799 25,024

 ３ 短期借入金 ※２ 15,458 12,393 11,592

 ４ 未払法人税等 18 18 28

 ５ 賞与引当金 175 125 187

 ６ 返品調整引当金 8 5 8

 ７ その他 ※５ 1,218 884 1,027

  流動負債合計 34,438 78.3 35,153 76.4 40,044 76.3

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※２ 4,976 6,449 7,815

 ２ 退職給付引当金 256 264 237

 ３ 役員退職慰労金 
   引当金

19 25 22

 ４ その他 154 177 171

  固定負債合計 5,406 12.3 6,917 15.0 8,246 15.7

  負債合計 39,845 90.6 42,070 91.4 48,291 92.0

(資本の部)

Ⅰ 資本金 921 2.1 ― ― 921 1.8

Ⅱ 資本剰余金 1,360 3.1 ― ― 1,361 2.6

   資本準備金 1,360 ― 1,361

Ⅲ 利益剰余金 1,854 4.2 ― ― 1,899 3.6

 １ 利益準備金 52 ― 52

 ２ 任意積立金 1,900 ― 1,900

 ３ 中間(当期)未処理 
   損失（△）

△97 ― △53

Ⅳ 土地再評価差額金 △6 △0.0 ― ― △6 △0.0

Ⅴ その他有価証券評価 
  差額金

32 0.0 ― ― 26 0.0

Ⅵ 自己株式 △10 △0.0 ― ― △14 △0.0

  資本合計 4,152 9.4 ― ― 4,187 8.0

  負債資本合計 43,997 100.0 ― ― 52,478 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 921 2.0 ― ―

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 ― 361 ―

  (2) その他資本剰余金 ― 1,000 ―

   資本剰余金合計 ― ― 1,361 2.9 ― ―

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 ― 52 ―

  (2) その他利益剰余金

    別途積立金 ― 1,200 ―

    繰越利益剰余金 ― 453 ―

   利益剰余金合計 ― ― 1,705 3.7 ― ―

 ４ 自己株式 ― △15 ―

   株主資本合計 ― ― 3,973 8.6 ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

― ― 15 0.0 ― ―

 ２ 繰延ヘッジ損益 ― ― △2 △0.0 ― ―

 ３ 土地再評価差額金 ― ― △6 △0.0 ― ―

   評価・換算差額等 
   合計

― ― 6 0.0 ― ―

   純資産合計 ― ― 3,979 8.6 ― ―

   負債純資産合計 ― ― 46,049 100.0 ― ―



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

  

前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 68,353 100.0 66,762 100.0 148,532 100.0

Ⅱ 売上原価 64,824 94.8 62,881 94.2 140,862 94.8

   売上総利益 3,529 5.2 3,880 5.8 7,670 5.2

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費

※４ 3,917 5.7 3,869 5.8 7,843 5.3

   営業利益又は 
   営業損失（△） 
 

△388 △0.5 10 0.0 △172 △0.1

Ⅳ 営業外収益

  １ 受取利息 3 1 5

  ２ その他 ※１ 80 84 0.1 52 54 0.1 158 163 0.1

Ⅴ 営業外費用

  １ 支払利息 135 127 251

  ２ 債権売却損 ― 18 ―

  ３ その他 22 157 0.2 13 159 0.2 69 320 0.2

 
   経常損失 
 

461 △0.6 95 △0.1 329 △0.2

Ⅵ 特別利益 ※２ 118 0.1 0 0.0 563 0.4

Ⅶ 特別損失 ※3,5 89 0.1 76 0.1 1,015 0.7

   税引前中間（当期） 
   純損失 
 

432 △0.6 171 △0.2 781 △0.5

   法人税、住民税 
   及び事業税 
 

2 7 16

   法人税等調整額 ― 2 0.0 △57 △50 △0.1 △480 △463 △0.3

   中間（当期)純損失 434 △0.6 120 △0.1 318 △0.2

   前期繰越利益 337 ― 337

   中間配当額 ― ― 72

   中間（当期） 
   未処理損失 
 

97 ― 53



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

  

 
（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合計資本準備
金

その他資
本剰余金

資本剰余
金合計

利益準備

金

その他 

利益剰余金 利益剰余

金合計別途積立

金

繰越利益

剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 921 1,361 － 1,361 52 1,900 △53 1,899 △14 4,166 

中間会計期間中の変動額

資本準備金から 
その他資本剰余金への振替

△1,000 1,000 －

剰余金の配当（注） △72 △72 △72

中間純損失 △120 △120 △120

自己株式の取得 △0 △0

その他の利益剰余金の内訳科目間
の振替

△700 700

株主資本以外の項目の中間会計期
間中の変動額（純額）
中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

－ △1,000 1,000 － － △700 506 △193 △0 △193

平成18年９月30日残高(百万円) 921 361 1,000 1,361 52 1,200 453 1,705 △15 3,973

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

繰延ヘッジ損益
土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 26 － △6 20 4,187

中間会計期間中の変動額

資本準備金から 
その他資本剰余金への振替

－

剰余金の配当（注） △72

中間純損失 △120

自己株式の取得 △0

その他の利益剰余金の内訳科目間
の振替
株主資本以外の項目の中間会計期
間中の変動額（純額）

△11 △2 △13 △13

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△11 △2 － △13 △207

平成18年９月30日残高(百万円) 15 △2 △6 6 3,979



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 資産の評価基準及

び評価方法

(1) 有価証券

 ① 子会社株式及び関連

会社株式

    移動平均法による

原価法

 ② その他有価証券

   時価のあるもの

    中間決算日前１ヵ

月の市場価格等の

平均価格に基づく

時価法（評価差額

は、全部資本直入

法により処理し、

売却原価は、移動

平均法により算

定）

   時価のないもの

    移動平均法による

原価法

(1) 有価証券

 ① 子会社株式及び関連

会社株式

同左

 ② その他有価証券

   時価のあるもの

    中間決算日前１ヵ

月の市場価格等の

平均価格に基づく

時価法（評価差額

は、全部純資産直

入法により処理

し、売却原価は、

移動平均法により

算定）

   時価のないもの

同左

(1) 有価証券

 ① 子会社株式及び関連

会社株式

同左

 ② その他有価証券

   時価のあるもの

    決算日前１ヵ月の

市場価格等の平均

価格に基づく時価

法（評価差額は、

全部資本直入法に

より処理し、売却

原価は、移動平均

法により算定）

 

   時価のないもの

同左

(2) デリバティブ取引より

生じる債権及び債務

  時価法によっておりま

す。

(2) デリバティブ取引より

生じる債権及び債務

同左

(2) デリバティブ取引より

生じる債権及び債務

同左

(3) たな卸資産

商品
移動平均法による原
価法

（会計方針の変更）

  従来、個別受注の商品

については、個別法に

よる原価法、それ以外

のものについては、移

動平均法による原価法

    によっておりましたが

  、当中間会計期間に電

算システムを変更した

ことを機に評価基準及

び評価方法の統一をは

かり、全ての商品を移

動平均法による原価法

に変更いたしました。

  この変更が中間財務諸

表に与える影響は軽微

であります。

(3) たな卸資産

商品
移動平均法による原
価法

(3) たな卸資産

商品
移動平均法による原
価法

（会計方針の変更）

  従来、個別受注の商品

については、個別法に

よる原価法、それ以外

のものについては、移

動平均法による原価法

    によっておりましたが

  、当事業年度に電算シ

ステムを変更したこと

を機に評価基準及び評

価方法の統一をはか

り、全ての商品を移動

平均法による原価法に

変更いたしました。

  この変更が財務諸表に

与える影響は軽微であ

ります。

   



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

２ 固定資産の減価償

却の方法

(1) 有形固定資産

  定率法によっておりま

す。

  ただし、平成10年4月1

日以降に取得した建物

  （建物付属設備を除

く）については、定額

法によっております。

    なお、主な耐用年数は

  以下のとおりです。

建物        3～47年

工具器具備品 3～20年

また、取得価額10万円

以上20万円未満の少額

減価償却資産について

は、3年間均等償却に

よっております。

(1) 有形固定資産

 同左

(1) 有形固定資産

 同左

(2) 無形固定資産

定額法によっておりま

す。

なお、ソフトウェア(自

社利用分）について

は、社内における利用

可能期間（5年）に基づ

く定額法によっており

ます。

(2) 無形固定資産

 同左

(2) 無形固定資産

 同左

(3) 長期前払費用

   定額法によっておりま

す。

(3) 長期前払費用

 同左

(3) 長期前払費用

 同左

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

  債権の貸倒れによる損

失に備えるため、回収

不能見込額を計上して

おります。

 ａ 一般債権

   貸倒実績率法によっ

ております。

 ｂ 貸倒懸念債権及び破

産更生債権

   財務内容評価法によ

っております。

(1) 貸倒引当金

 同左

(1) 貸倒引当金

 同左

(2）賞与引当金

従業員に対して支給

する賞与の支出に充

てるため、支給見込

額に基づき計上して

おります。

(2) 賞与引当金

 同左

(2) 賞与引当金

 同左



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(3) 返品調整引当金

  返品による損失に備え

るため、過去の実績返

品率を勘案し、当該返

品に伴う売上総利益相

当額を計上しておりま

す。

(3) 返品調整引当金

   同左

(3) 返品調整引当金

   同左

(4) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度

末における退職給付債

務および年金資産の見

込額に基づき、当中間

会計期間末において発

生していると認められ

る額を計上しておりま

す。

数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内

の一定の年数（10年）

による按分額をそれぞ

れ発生の翌事業年度か

ら費用処理しておりま

す。

過去勤務債務は、その

発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一

定の年数（10年）によ

る按分額を費用処理し

ております。

(4) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度

末における退職給付債

務及び年金資産の見込

額に基づき、当中間会

計期間末において発生

していると認められる

額を計上しておりま

す。

    数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内

の一定の年数(10年)に

よる定額法により按分

した額をそれぞれ発生

の翌事業年度から費用

処理することとしてお

ります。

   過去勤務債務は、その

発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一

定の年数(10年)による

定額法により、費用処

理することとしており

ます。

(4) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備

えるため、当期末にお

ける退職給付債務及び

年金資産の見込額に基

づき、当期末において

発生していると認めら

れる額を計上しており

ます。

    数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内

の一定の年数(10年)に

よる定額法により按分

した額をそれぞれ発生

の翌事業年度から費用

処理することとしてお

ります。

  過去勤務債務は、その

発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一

定の年数(10年)による

定額法により、費用処

理することとしており

ます。

(5) 役員退職慰労金引当金

  役員の退職慰労金の支

給に充てるため、内規

に基づく当中間会計期

間の末日における要支

給額を計上しておりま

す。

(5) 役員退職慰労金引当金

同左

(5) 役員退職慰労金引当金

  役員の退職慰労金の支

給に充てるため、内規

に基づく期末要支給額

を基準として計上して

おります。



項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

４ リース取引の処理

方法

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。

同左 同左

５ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

  主として繰延ヘッジ処

理によっております。

なお、金利スワップに

ついては、特例処理の

要件を満たしている場

合は、特例処理を採用

しております。

  為替予約については、

振当処理の要件を満た

している場合は、振当

処理を採用しておりま

す。

(1) ヘッジ会計の方法

同左

(1) ヘッジ会計の方法

同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

    ヘッジ手段…為替予約

取引、金利スワップ取

引および金利キャップ

取引

    ヘッジ対象…外貨建金

銭債務及び借入金

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

ヘッジ手段…為替予約

取引および金利スワッ

プ取引

ヘッジ対象…外貨建金

銭債務及び借入金

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

同左

(3) ヘッジ方針

  当社の社内規程に基づ

き、将来の為替及び金

利変動リスク回避のた

めにヘッジを行ってお

ります。

(3) ヘッジ方針

同左

(3) ヘッジ方針

同左

(4) ヘッジの有効性評価の

方法

  キャッシュ・フローの

変動額または、相場の

変動額を比較する方法

によっております。

(4) ヘッジの有効性評価の

方法

  キャッシュ・フローの

変動額又は、相場の変

動額を比較する方法に

よっております。ただ

し、金利スワップの特

例処理、為替予約の振

替処理については有効

性の評価の判定を省略

しております。

(4) ヘッジの有効性評価の

方法

同左

６ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項

消費税等の会計処理

 消費税および地方消費税

の会計処理は、税抜方式に

よっております。

消費税等の会計処理

同左

消費税等の会計処理

同左



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

 
  

表示方法の変更 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

（固定資産の減損に係る会計基準）

 当中間会計期間から「固定資産

の減損に係る会計基準」（「固定

資産の減損に係る会計基準の設定

に関する意見書」（企業会計審議

会 平成14年8月9日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適

用指針」（企業会計基準委員会

平成15年10月31日 企業会計基準

適用指針第6号）を適用しており

ます。

 これによる損益に与える影響は

ありません。

  ―――――――――――― （固定資産の減損に係る会計基準）

 当事業年度より「固定資産の減

損に係る会計基準」（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会

平成14年8月9日））及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成

15年10月31日 企業会計基準適用

指針第6号）を適用しておりま

す。

 これにより税引前当期純損失は

2百万円増加しております。

  ―――――――――――― (貸借対照表純資産の部の表示に

関する会計基準等)  

  ――――――――――――

 当中間会計期間から「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会

計基準」(企業会計基準委員会

平成17年12月9日 企業会計基準第

５号)及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の

適用指針」(企業会計基準委員会

平成17年12月9日 企業会計基準適

用指針第8号)を適用しておりま

す。 

 なお、従来の「資本の部」の合

計に相当する金額は3,981百万円

であります。 

 中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間

財務諸表は、改正後の中間財務諸

表等規則により作成しておりま

す。 

 

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

      ―――――――――――― （中間損益計算書）

 「債権売却損」（前中間会計期間14百万円は、従

来、営業外費用のその他に含めて表示しておりまし

たが、当中間会計期間より独立掲記しております。



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度末 
(平成18年３月31日)

※１ 有形固定資産減価償却累計額

89百万円

※１ 有形固定資産減価償却累計額

93百万円

※１ 有形固定資産減価償却累計額

91百万円

※２ 担保資産

 (イ)担保に供している資産

建物 9百万円

土地 50 〃

投資有価証券 0 〃

計 61百万円

※２ 担保資産

 (イ)担保に供している資産

建物 9百万円

土地 50 〃

投資有価証券 0 〃

計 60百万円

※２ 担保資産

 (イ)担保に供している資産

建物 9百万円

土地 50 〃

投資有価証券 0 〃

計 60百万円

 (ロ)上記に対応する債務

短期借入金 5,068百万円

長期借入金 1,800 〃

計 6,868百万円

 (ロ)上記に対応する債務

短期借入金 4,180百万円

長期借入金 3,020 〃

計 7,200百万円

 (ロ)上記に対応する債務

短期借入金 3,035百万円

長期借入金 3,600 〃

計 6,635百万円

 ３ 保証債務

リース債務保証

サイバーロジスティクス㈱

347百万円

 ３ 保証債務

リース債務保証

サイバーロジスティクス㈱

1,061百万円

３ 保証債務

リース債務保証

サイバーロジスティクス㈱

1,214百万円

※４ 債権流動化による売上債権

譲渡(譲渡額面5,239百万円)

に伴う支払留保額は流動資産

その他に818百万円含まれて

おります。

※４ 債権流動化による売上債権

譲渡(譲渡額面5,356百万円)

に伴う支払留保額は流動資産

その他に487百万円含まれて

おります。

※４ 債権流動化による売上債権

譲渡(譲渡額面5,766百万円) 

に伴う支払留保額は流動資 

産その他に940百万円含まれ 

ております。

※５ 仮払消費税等および仮受消費

税等は、相殺のうえ、金額的

重要性が乏しいため、流動資

産の「その他」に含めて表示

しております。

※５ 仮払消費税等および仮受消費

税等は、相殺のうえ、金額的

重要性が乏しいため、流動負

債の「その他」に含めて表示

しております。

※５ 仮払消費税等および仮受消費

税等は、相殺のうえ、金額的

重要性が乏しいため、流動資

産の「その他」に含めて表示

しております。

※６  ――――――――――― ※６  中間会計期間末日の満期手形

の会計処理については、手形

交換日をもって決算処理して

おります。 

 なお、当中間会計期間の末

日は金融機関の休日であった

ため、次の満期手形が中間会

計期間末日の残高に含まれて

おります。 

 受取手形 98百万円 

 支払手形 534 〃 

※６  ―――――――――――



(中間損益計算書関係) 

  
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１ 営業外収益のその他の主要項

目

受取配当金 0百万円

仕入割引 34 〃

販売促進収入 17 〃

※１ 営業外収益のその他の主要項

目

受取配当金 0百万円

仕入割引 35 〃

販売促進収入 8 〃

※１ 営業外収益のその他の主要項

目

受取配当金 1百万円

仕入割引 84 〃

販売促進収入 17 〃

 

※２ 特別利益の主要項目

投資有価証券売却益 5百万円

貸倒引当金戻入額 7 〃

基幹システム障害補 
償収入

106  〃

新基幹システム障害に対する損害
賠償金として、補償を受けたもの
であります。

 

※２ 特別利益の主要項目

ゴルフ会員権売却益 0百万円

 

※２ 特別利益の主要項目

投資有価証券売却益 34百万円

貸倒引当金戻入額 15 〃  

基幹システム傷害補
償収入

513  〃

 基幹システム障害補償収入は、新 
 基幹システム障害に対する賠償金 
 として、補償を受けたものであり 
 ます。

 

※３ 特別損失の主要項目

ゴルフ会員権評価損 9百万円

物流統合改善費用 20 〃

基幹システム障害対 
応費用

59 〃

物流統合改善費用は、物流の効率
化をはかるための商品センター統
合に費やした臨時費用でありま
す。

新基幹システム障害の解消に費や
した臨時費用であります。その内
容は、人件費、業務委託料および
運賃が主なものであります。

 

※３ 特別損失の主要項目

破産・更生債権等整
理損

69百万円

破産・更生債権等整理損は、回収
不能額を計上したものでありま
す。

 

※３ 特別損失の主要項目

商品評価損 790百万円

ゴルフ会員権評価損 19 〃

物流統合改善費用 30 〃

基幹システム障害対 
応費用

162 〃

貸倒引当金繰入額 10 〃

減損損失 2 〃

物流統合改善費用は、物流の効率
化をはかるための商品センター統
合に費やした臨時費用でありま
す。

 基幹システム障害対応費用は、新 
 基幹システム障害の解消に費やし 
 た臨時費用であります。その内容 
 は、人件費、業務委託料および運 
 賃が主なものであります。

 

※４ 減価償却実施額

有形固定資産 2百万円

無形固定資産 34 〃
 

※４ 減価償却実施額

有形固定資産 1百万円

無形固定資産 28 〃
 

※４ 減価償却実施額

有形固定資産 4百万円

無形固定資産 65 〃

※５ ――――――――――― ※５ ―――――――――――

 

※５ 減損損失

  当事業年度において、当社は次の 
  資産について減損損失を計上しま  
   した。

場所  用途 種類

赤城山山林
（群馬県）

遊休資産 土地

当社は、営業部署別に資産をグル 
 ープ化しております。グルーピン 
 グの単位である各営業部署におい 
 ては、減損の兆候がなかったもの 
 の、将来の使用が見込まれていな 
 い遊休資産である群馬県赤城山山 
 林の地価が大幅に下落したため、 
 帳簿価格を回収可能額まで減額 
 し、当該減少額を減損損失（2百 
 万円）として特別損失に計上して 
 おります。 
 
 なお、回収可能価格は正味売却価 
 格により測定しており、当該土地 
 の評価については不動産鑑定士の 
 鑑定評価に基づいております。



(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

自己株式に関する事項 

   
  （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

   単元未満株式の買取りによる増加  2,100株 

  

(リース取引関係) 

  

 
  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株)              152,140              2,100                  －           154,240

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引に係る注記

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引に係る注記

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引に係る注記

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額

建物

(百万円)

工具器具
備品 

(百万円)

ソフト 
ウェア 
(百万円)

計

(百万円)

取得価額 
相当額

46 487 397 931

減価償却 
累計額 
相当額

19 240 200 460

中間期末 
残高 
相当額

26 247 197 470

建物

(百万円)

工具器具
備品 

(百万円)

ソフト 
ウェア 
(百万円)

計

(百万円)

取得価額 
相当額

48 358 286 693

減価償却 
累計額 
相当額

29 172 128 329

中間期末 
残高 
相当額

19 185 158 363

建物

(百万円)

工具器具
備品 

(百万円)

ソフト 
ウェア 
(百万円)

計

(百万円)

取得価額 
相当額

46 381 236 663

減価償却 
累計額 
相当額

24 184 128 336

期末残高 
相当額

21 197 107 326

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

 １年以内 178百万円

 １年超 312 〃

 合計 491百万円

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

 １年以内 131百万円

 １年超 247  〃 

 合計 379百万円

② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 120百万円

１年超 222 〃

合計 342百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

 支払リース料 104百万円

 減価償却費相当額 98 〃

 支払利息相当額 6 〃

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

 支払リース料 70百万円

 減価償却費相当額 66 〃

 支払利息相当額 4 〃

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 175百万円

減価償却費相当額 165 〃

支払利息相当額 11 〃

④ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法

  減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。

④ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法

  減価償却費相当額の算定方法

同左

④ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法

  減価償却費相当額の算定方法

同左

  利息相当額の算定方法

  リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。

  利息相当額の算定方法

同左

  利息相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成17年９月30日) 

子会社株式および関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

当中間会計期間末(平成18年９月30日) 

子会社株式および関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

前事業年度末(平成18年３月31日) 

子会社株式および関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  



(重要な後発事象) 

  

 
  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日)

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

―――――――――― 
 

―――――――――― 当社は、平成18年6月29日開催の第44
期定時株主総会において資本準備金
の減少について決議いたしました。
１ 資本準備金減少の目的

配当可能原資の充実をはかり財務
面での柔軟性を高めるため、旧商
法第289条第2項の規定に基づき資
本準備金を減少するものでありま
す。 
なお、当社は平成18年4月27日開
催の取締役会にて、第44期定時株
主総会の招集を決定し会社法施行
前に手続きが開始されておりま
す。

２ 資本準備金減少の要領(減少すべ
き資本準備金の額)
平成18年3月31日現在の当社の資
本準備金の総額1,361,160,529円
のうち1,000,000,000円を取り崩
し、同額をその他資本剰余金に振
替える予定であります。

３ 資本準備金減少の日程

(1)取締役会決議日 
  平成18年5月17日 
(2)定時株主総会決議日 
  平成18年6月29日 
(3)債権者異議申述最終期日 
  平成18年8月中旬予定 
(4)効力発生日 
  平成18年8月中旬予定

４ 今後の見通し

当該資本準備金の減少による今後
の業績見通しに直接与える影響は
ありません。

―――――――――― 固定資産の譲渡
当社は、平成18年11月17日、固定資
産の譲渡契約を締結いたしました。
譲渡の内容は、次のとおりでありま
す。

―――――――――― 
 
 

１ 譲渡の理由
資産の効率化をはかるため所有
の土地の一部を売却するもので
あります。

２ 譲渡資産の内容

①資産の内容および所在地

 土地 415㎡

 茨城県つくば市二ノ宮三丁目

           24番17

②譲渡価額 77百万円

③現状   賃貸駐車場

３ 譲渡先

一誠商事株式会社

４ 譲渡の日程

①譲渡契約日

  平成18年11月17日

②引渡日

  平成18年12月15日予定

５ 損益に与える影響
固定資産売却益33百万円を平成
18年12月に特別利益に計上する
予定であります。



(2) 【その他】 

平成18年11月15日開催の取締役会において、第45期の中間配当を行うことを決議いたしました。 

中間配当金の総額 72百万円

１株当たり中間配当金 5円

支払請求権の効力発生日および支払開始日 平成18年12月4日



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
  

(1) 臨時報告書 平成17年8月に導入した新基幹システムに一部不
具合が生じ、その結果特別利益及び特別損失の計
上が見込まれますので証券取引法第24条の5第4項
及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第
2項第12号及び第19号の規定に基づく臨時報告書
であります。

平成18年４月20日 
関東財務局長に提出。 
 

(2) 訂正報告書 平成17年12月に提出いたしました第44期中（自
平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）半期
報告書の記載事項に一部誤りがありましたので、
これを訂正するための半期報告書の訂正報告書で
あります。

平成18年６月22日 
関東財務局長に提出。 
 

(3) 有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度
(第44期)

自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日

平成18年６月29日
関東財務局長に提出。

(4) 臨時報告書 資産の効率化をはかるため売掛債権の整理を行
い、その結果特別損失の計上が見込まれますので
証券取引法第24条の5第4項及び企業内容等の開示
に関する内閣府令第19条第2項第12号及び第19条
にも基づく臨時報告書であります。

平成18年11月13日 
関東財務局長に提出。 
 



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
  

  

平成１７年１２月１日

  

丸紅インフォテック株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている丸紅インフォテック株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の

中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわ

ち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計

算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、丸紅インフォテック株式会社及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上 

 
  

新日本監査法人

指定社員

業務執行社員
公認会計士  小 島 秀 雄  ㊞

指定社員

業務執行社員
公認会計士  柴 田 憲 一  ㊞

指定社員

業務執行社員
公認会計士  井 村 順 子  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
  

  

平成１８年１２月８日

  

丸紅インフォテック株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている丸紅インフォテック株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の

中間連結会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわ

ち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・

フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、丸紅インフォテック株式会社及び連結子会社の平成１８年９月３０日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上 

 
  

新日本監査法人

指定社員

業務執行社員
公認会計士  大 木 一 也  ㊞

指定社員

業務執行社員
公認会計士  柴 田 憲 一  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
  

  

平成１７年１２月１日

  

丸紅インフォテック株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている丸紅インフォテック株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第４４期事業年

度の中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、

中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、丸紅インフォテック株式会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終

了する中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上 

 
  

新日本監査法人

指定社員

業務執行社員
公認会計士  小 島 秀 雄  ㊞

指定社員

業務執行社員
公認会計士  柴 田 憲 一  ㊞

指定社員

業務執行社員
公認会計士  井 村 順 子  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
  

  

平成１８年１２月８日

  

丸紅インフォテック株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている丸紅インフォテック株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第４５期事業年

度の中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、

中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、丸紅インフォテック株式会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終

了する中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上 

 
  

新日本監査法人

指定社員

業務執行社員
公認会計士  大 木 一 也  ㊞

指定社員

業務執行社員
公認会計士  柴 田 憲 一  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。
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